
平成３１年度　教育委員会当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ３０年度当初予算額

17,679,048

　○　事業体系（プラン２０１５体系図）

　３　発展　－人を育み基盤を整え発展する大分県－

（１）生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造

①子どもの力と意欲を伸ばす学校教育の推進

②グローバル社会を生きるために必要な「総合力」の育成

③安全・安心な教育環境の確保

④信頼される学校づくりの推進

⑤変化の激しい時代を生き抜く生涯を通じた学びの支援

「みんなの読書」拡大推進事業 4,232

読書だいすき大分っ子育成事業 4,941

「協育」ネットワーク連携促進事業 77,194

女性の地域協働活動支援事業 2,744

学校部活動充実支援事業 46,238

教職員の働き方改革推進事業 3,621

教員業務サポートスタッフ活用事業 39,347

公立高等学校等奨学金給付事業 328,258

高等学校等奨学金貸与事業 83,163

新 地域の高校魅力化・特色化推進事業 35,000

新 県立学校空調環境改善推進事業 333,641

県立学校施設整備事業 2,063,456

新 県立高校自転車通学生ヘルメット着用推進事業 3,268

子どもの命を守る学校防災強化事業 7,119

スクールソーシャルワーカー活用不登校等対策事業 45,224

いじめ・不登校等解決支援事業 148,191

いじめ・不登校等未然防止対策事業 174,079

小学校英語教育推進事業 1,278

グローバル人材育成推進事業 16,782

ＩＣＴ活用教育推進事業 4,459

新 教育庁ワークセンター設置運営事業 16,021

特別支援学校キャリアステップアップ事業 37,583

特別支援学校就労支援事業 28,563

新 11,860

大分の農林水産業を牽引する担い手育成推進事業 31,536

新 大分をつなぎ、つむぐキャリア教育推進事業 2,852

全国産業教育フェア大分大会開催準備事業

学びの接続推進事業 8,981

新 幼児教育推進体制充実事業 13,368

新 スポーツを通じた学び推進事業 8,000

新 アート・クルーズ授業実践プログラム事業 8,022

中学校学力向上対策支援事業 317,062

増減額

△ 3,499,174

増減率

△19.8% 

３１年度当初要求額

14,179,874事業費

小学校学力向上対策支援事業 188,879



（２）芸術文化による創造県おおいたの推進

①芸術文化の創造

②文化財・伝統文化の保存・活用・継承

（３）スポーツの振興

①県民スポーツの推進

②世界に羽ばたく選手の育成

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成３１年度　教育委員会当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a31120@pref.oita.lg.jp（教育庁教育財務課）

スポーツ大分パワーアップ事業 110,000

県立スポーツ施設建設事業 926,914

新 新チーム大分強化事業 153,252

ラグビーおおいたっ子育成支援事業 5,567

おおいたの歴史・文化魅力発信事業 10,704

新 地域スポーツ活動推進事業 4,475

子どもわくわく文化体験事業 3,391

新 「見る・知る・守る」文化財活用推進事業 12,795



（部局名：教育委員会） （単位：千円）
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5
幼児教育推進体制充実事
業

7
大分をつなぎ、つむぐキ
ャリア教育推進事業

　幼児教育施設（幼稚園、認定こども園、保育所）における幼児教育
の質の向上を図るため、幼児教育センターを設置し、幼児教育アドバ
イザーによる幼児教育研修の支援を行うなど、幼児教育推進体制を充
実する。

義務教育課

　高大接続改革を見据えた授業改善を推進するため、小・中・高等学
校を通じた一体的な指導体制を確立し、主体的・対話的で深い学びの
実現に向けた学力の向上に取り組む。 高校教育課

9

10
特別支援学校キャリアス
テップアップ事業

6 学びの接続推進事業

8
大分の農林水産業を牽引
する担い手育成推進事業

小学校学力向上対策支援
事業

2
中学校学力向上対策支援
事業

　生徒の思考力・判断力・表現力及び学びに向かう力の向上を図るた
め、「中学校学力向上対策３つの提言」に基づく人的支援及び指導支
援を行い、「新大分スタンダード」に基づいた組織的な授業改善を徹
底する。
　【新】中学校問題データベースの配信教科を拡大
　【新】「言語活動ハンドブック」活用推進協議会の実施

義務教育課

　児童・生徒のスポーツへの関心を深めるとともに、目標に向かって
努力することの大切さや他者を思いやる心等を育成するため、オリン
ピック・パラリンピックを通じた教育に取り組む。 体育保健課4

スポーツを通じた学び推
進事業

3
アート・クルーズ授業実
践プログラム事業

　児童の豊かな創造性や感性を育むため、ものの見方・考え方が広が
る小学校４年生の時期に、県立美術館の優れた本物の芸術作品を少人
数グループで主体的に鑑賞する機会を提供する。 義務教育課

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名 事　業　概　要 所管課

平成３１年度
当初要求額

平成３０年度
当初予算額

1

　児童の思考力・判断力・表現力及び学びに向かう力の向上を図るた
め、市町村が策定した「学力向上アクションプラン」に基づく人的支
援及び指導支援を行い、「新大分スタンダード」に基づいた組織的な
授業改善を徹底する。
　【新】小学校教科担任制推進教員の配置
　【新】大分県学力定着状況調査問題の作問

義務教育課

　普通科高校生のキャリア意識の向上を図り、将来、地域の担い手と
なる人材を育成するため、企業等と連携したフォーラムや教員研修を
実施するとともに、「大分県版キャリアノート」の活用により生徒が
自らのキャリアを意識できるよう支援する。

高校教育課

全国産業教育フェア大分
大会開催準備事業

　３２年度の全国産業教育フェア大分大会の開催に向け、機運醸成を
図るため、経済団体等と連携したプレ大会の開催や広報を実施する。

高校教育課

　知的障害のある特別支援学校生徒の一般就労を促進するため、卒業
生を県立学校で一定期間雇用し、労働習慣や必要なキャリアを習得さ
せる。
　【新】県立学校で雇用する卒業生の拡大
　【新】県立学校での就労をサポートする「ワークマネージャー」の
　　　　配置

　本県の農林水産業を牽引する、経営マインドを持った力強い担い手
を育成するため、産業界や行政・大学等と連携し、農林水産高校生を
対象とした実践的な研修や農作物・食品加工品における生産工程管理
システムの導入を推進する。
　【新】くじゅうアグリ創生塾を活用した担い手育成プログラム実践
　【新】グローバルＧＡＰ認証の推進

高校教育課

特別支援教育
課

新

新

新

新

新



（部局名：教育委員会） （単位：千円）

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名 事　業　概　要 所管課

平成３１年度
当初要求額

平成３０年度
当初予算額

16,021

(0)

16,782

(16,674)

148,191

(135,518)

45,224

(45,547)

3,268

(0)

2,063,456

(3,082,290)

333,641

(0)

35,000

(0)

328,258

(317,708)

39,347

(32,789)

14

16

15
県立高校自転車通学生ヘ
ルメット着用推進事業

自転車通学生の頭部損傷による死亡･重体･重傷事故を防止するた
め、県立高校生のモニターにヘルメットを助成するとともに、ヘル
メット着用の義務化に向けたアンケート調査や普及啓発を行う。

学校安全・安
心支援課

　教育環境の改善を図るため、老朽化した校舎等の新増改築・大規模
改造など県立学校の施設や設備の整備を行う。
　また、第三次特別支援教育推進計画に基づき、聾学校の移転や高等
特別支援学校の整備等を進める。
  ・大規模改造（大分工業高校など１６校）
　・その他（盲学校・聾学校の寄宿舎建設など）

いじめ・不登校等解決支
援事業

学校安全・安
心支援課

スクールソーシャルワー
カー活用不登校等対策事
業

　貧困など家庭環境に起因する不登校等の未然防止、解決に向け、早
期に社会福祉事務所等の関係機関に繋ぐ体制の充実・強化を図るた
め、社会福祉士などの資格を持つスクールソーシャルワーカーを配置
する。

学校安全・安
心支援課

13

17

県立学校施設整備事業

　安全・安心な教育環境の整備と保護者負担の軽減を図るため、県立
学校の空調設備を整備するとともに、保護者が負担していた維持管理
経費を公費で措置する。 教育財務課

県立学校空調環境改善推
進事業

　児童生徒や保護者の悩み等に対応するため、専門的な知識・経験を
有するスクールカウンセラーを小・中・高等学校に配置するととも
に、生徒指導体制や教育相談機能の充実と、関係機関との連携強化を
図る。
　【新】県立学校配置のスクールカウンセラーを拡大
  【新】ＳＮＳ等を用いた通報･早期対応システムの試験的導入

12
グローバル人材育成推進
事業

　グローバル人材の育成を図るため、高校生を対象とした「グローバ
ル育成塾」の開催や海外留学支援金の支給などを行う。

高校教育課

11
教育庁ワークセンター設
置運営事業

　障がい者の働く場を確保するため、教育庁内にワークセンターを設
置し、障がいのある県立学校卒業生一人ひとりの特性に応じた職場実
習を行うことにより、一般就労につなげる。 教育人事課

教育財務課

　教員の事務負担を軽減し、子どもと授業に向き合える環境を整える
ため、事務作業を支援するスクールサポートスタッフを小中学校に配
置する市町村に対し助成する。
　【新】小中学校配置のスクールサポートスタッフを拡大

教育人事課20

19

教員業務サポートスタッ
フ活用事業

公立高等学校等奨学金給
付事業

　修学に意欲のある高校生等が、保護者の経済的理由によりその機会
を失うことがないよう、奨学金を給付する。

教育財務課

18
地域の高校魅力化・特色
化推進事業

　地域の高校が中学生から選ばれる学校、地域の活力となる学校とな
るため、学校の魅力化・特色化を学校全体で推進していく組織体制を
構築するとともに、市町村や中学校と連携し、地域資源を活用した探
究学習の実践など地域創生に向けた取組を実施する。

高校教育課

新

新

新

新



（部局名：教育委員会） （単位：千円）

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名 事　業　概　要 所管課

平成３１年度
当初要求額

平成３０年度
当初予算額

46,238

(16,843)

77,194

(76,881)

4,941

(5,508)

3,391

(4,416)

12,795

(0)

4,475

(0)

926,914

(3,997,000)

153,252

(0)

※ 　　は「新規事業」

27
県立スポーツ施設建設事
業

　武道競技をはじめとして多目的に利用できるだけでなく、ラグビー
ワールドカップ大分開催時のホスピタリティ施設や東京オリンピック
・パラリンピックの事前キャンプ等にも活用できるよう、大分県立武
道スポーツセンターを建設する。

体育保健課

28

地域スポーツ活動推進事
業

　県民が身近な地域で日常的にスポーツに親しむことができ、心身の
健康の保持・増進が図られる機会を提供するため、総合型地域スポー
ツクラブを育成・支援する。 体育保健課

25

24

23

22
「協育」ネットワーク連
携促進事業

子どもわくわく文化体験
事業

　ラグビーワールドカップ来場者（主に外国人）におもてなしの心を
伝えるため、中学生によるウェルカムカード作成を行うとともに、子
どもたちの芸術文化活動を促進するため、特別支援学校児童・生徒を
はじめとする子どもたちの芸術作品の展示等を行う。
　【新】高校生による外国人向け文化体験活動の実施

文化課

21 学校部活動充実支援事業

　教員の部活動指導にかかる負担軽減と経験者による指導の充実を図
るため、公立中学校に部活動指導員を配置する市町村を助成するとと
もに、地域の実情に応じた新たな運動部活動モデルを創出する。
　また、県立学校では、部活動指導員の配置やスポーツ医科学の導入
に試行的に取り組む。
　【新】中学校と県立高校配置の部活動指導員を拡大
　【新】拠点校方式の導入や総合型地域スポーツクラブとの連携によ
　　　　る新たな運動部活動モデルの創出

体育保健課

　子どもの豊かな心の育成と学力向上のため、自主的に読書に親しむ
子どもを育成し、読書量の増加と質の向上を図る。

社会教育課

　地域の教育力の向上を図るため、学校・家庭・地域が協働する「協
育」ネットワークの連携を促進し、子どもへの学習活動や体験活動の
提供と保護者への家庭教育支援の充実を図る。 社会教育課

読書だいすき大分っ子育
成事業

　本県スポーツの振興と競技力の向上・安定を図るため、協議団体や
関係機関との連携により、全国や世界で通用する優秀選手の支援を行
うとともに、優れた才能を持ったジュニア選手の発掘・育成を強化す
る。

体育保健課新チーム大分強化事業

　文化財を誰もが気軽に眺め、楽しめる存在にし、地域社会を活性化
するため、地域における文化財の活用を支援するとともに、市町村と
協働して文化財の保存活用大綱と地域計画の策定を行う。 文化課

「見る・知る・守る」文
化財活用推進事業

26

新

新

新

新



（部局名：教育委員会） （単位：千円）

2
学校安全・安
心支援課

県立学校防災備蓄事業

・
・
平成３０年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

7,478

・
・
・

・
・
・

11 高校教育課
おおいたを創るキャリア
教育推進事業

・
・
・

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、普通科高校生のキャリア意識のさらなる向
上を図る「大分をつなぎ、つむぐキャリア教育推進事業」に組み
替えて要求

3,366

9 高校教育課
スーパーグローバルハイ
スクール推進事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

5,800

4

5

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
３０年度

当初予算額

教育財務課

3

1

・
・

義務教育課
小学校学力向上対策支援
事業（習熟度別指導推進
教員の配置）

・
・
平成２５～３０年度の事業として実施
事業効果等を検証し、習熟度別指導推進教員１８人のうち９人
を、小学校における教科担任制の導入に向けた「小学校教科担任
制推進教員の配置」に組み替えて要求

70,353

義務教育課
アクティブ・ラーニング
美術教育推進事業

・
・
・

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、参加児童数の拡大と教員の指導力向上を図
る「アート・クルーズ授業実践プログラム事業」に組み替えて要
求

6,022

8 高校教育課
地域の高校活性化支援事
業

・
・
・

・事務事業評価結果(Ｂ評価）を踏まえ、特別支援学校生徒の一般
就労率のさらなる向上を図るため、就労支援アドバイザーの活動
内容を見直して要求

事務事業評価結果(Ｂ評価）を踏まえ、対象校に派遣していたサ
テライトコーディネーター５人のうち２人を、地域内の他の小中
学校に対して個別の指導計画等の作成支援を行う「域内サテライ
トコーディネーター」に組み替えて要求

平成３０年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

23,739
県立学校ＩＣＴ教育基盤
整備事業（統合型校務支
援システムの構築）

平成２８～２９年度の２か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
新たに幼児教育推進体制の充実に向けた「幼児教育推進体制充実
事業」に組み替えて要求

1,798

6
特別支援教育
課

特別支援学校就労支援事
業（就労支援アドバイ
ザーの配置）

25,521

義務教育課 幼児教育調査・研究事業

・
・
・

15,9077
特別支援教育
課

小中学校特別支援教育充
実事業（サテライトコー
ディネーターの派遣）

・

12 高校教育課
地域産業を担うものづく
り人材育成事業

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、地方創生に貢献できる専門的職業人材を育
成する「大分のものづくり魅力発信・人材育成事業」に組み替え
て要求

9,546

10 高校教育課 英語指導力向上事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

1,983

13 高校教育課
地域みらい創造ビジネス
チャレンジ事業

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、未来の若手リーダーとして地方創生に貢献
できる人材を育成する「地方創生を担う商業高校生支援事業」に
組み替えて要求

7,906

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
事務事業評価結果(Ｃ評価）を踏まえ廃止
新たに事業促進効果の高い「地域の高校魅力化・特色化推進事
業」に組み替えて要求

35,000



（部局名：教育委員会） （単位：千円）

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
３０年度

当初予算額

20 体育保健課
学校体育振興費（武道等
授業における地域指導者
の活用）

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

2,445

・
・
・

平成２７～３０年度の４か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、小・中・高等学校における人権の「主体
的、対話的で深い学び」の実現に向けた授業づくりを推進する
「人権の『授業づくり』推進事業」に組み替えて要求

1,928

16 社会教育課
地域教育力パワーアップ
事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

1,420

15 社会教育課
不登校児童・生徒図書館
等活用推進事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

1,386

1,589

17
人権・同和教
育課

人権教育振興費（人権教
育連携推進事業）

14 高校教育課
地域で育む福祉教育推進
事業

・
・
・

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、地域福祉の発展に貢献できる福祉人材を確
保・育成する「福祉の魅力発見・発信・発展事業」に組み替えて
要求

13,56323 体育保健課
競技スポーツ振興費（シ
ンボルスポーツの育成・
強化）

・
・
平成２９～３０年度の２か年事業として実施
事業体系を整理し、新たに事業促進効果の高い「新チーム大分強
化事業」に組み替えて要求

18 文化課 日本遺産認定推進事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

16,690

競技スポーツ振興費
（チーム大分強化事業）

・
・
・

平成２１～３０年度の事業として実施
事務事業評価結果（Ｃ評価）を踏まえ廃止
新たに事業促進効果の高い「新チーム大分強化事業」に組み替え
て要求

104,843

19 体育保健課
学校体育振興費（情報機
器を活用した体力向上対
策）

・
・
・

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、教員の指導力の向上を図る「ＩＣＴを活用
した授業モデルの発信」に内容を組み替えて要求

1,889

21 体育保健課
生涯スポーツ振興費（地
域スポーツ活性化推進事
業）

・
・
・

平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、総合型地域スポーツクラブを育成・支援す
る「地域スポーツ活動推進事業」に組み替えて要求

6,567

22 体育保健課


